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1. 不動産賃貸事業者への支援 

（1）アパートオーナー会（会員数 665 名：平成 28 年 9 月末現在） 

① セミナーの開催  

実施年度 テーマ 出席数 講師 

平成 23 年度 あなたのアパート空室対策はこれで簡単解決 145 名 ㈱満室研究所  代取 山岡 清利 様 

平成 24 年度 家賃滞納の対処法 195 名 弁護士  佐藤 敦 様 

平成 25 年度 再生可能エネルギーの現状と課題 176 名 
・北海道経済産業局   多田 好克 様 

・ＡＰオーナー会 役員   村本 徳義 様 
・㈱ＮＴＴファシリティーズ  佐々木 克也 様 

平成 26 年度 

 不動産事業オーナーのための正しい法人 

活用と相続税対策の勘所 

 私からみた賃貸経営と経験談 

195 名 

・日成コンサルティング㈱代取 
 北海道事業承継センター     吉川 孝 様 

(税理士・中小企業診断士) 
・丸竹豊建業㈱・㈲ダン 代取 竹田 良仁 様 

平成 27 年度 二代目大家の奮闘記 205 名 ㈱グラウンドワーク 代取 米生 啓子 様 

平成 28 年度 
平成 28 年 10 月 実施予定 

家族信託を活用したアパートの遺し方 
 

㈱つなぐ相続アドバイザーズ 
代取  深谷 陽次郎 様（公認会計士、税理士） 
取締役 荒木 俊和 様（札幌弁護士会所属） 
顧問  白木 愛 様（札幌司法書士会所属） 
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② 情報提供  

  会報誌 「ほくしんＡＰネット通信 vol.6」発行  

 発行日 平成 27 年 9 月 

       ・おしえて！佐藤先生！！（生活保護受給者が家賃を滞納した際の対処法） 

       ・今日も頑張るオーナーさん！ 等 

 

  会報誌 「ほくしんＡＰネット通信 vol.7」発行  

発行日 平成 28 年 2 月 

       ・おしえて！佐藤先生！！（空室等対策の推進に関する特別措置法について） 

       ・家族信託でつなぐ相続 等 

 

  会報誌 「ほくしんＡＰネット通信 vol.8」発行 

発行日 平成 28 年 9 月 

・おしえて！佐藤先生！！（民泊の今後のゆくえ） 

・地震保険制度 等 
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2. 創業支援 

（1）創業資金融資 

年度 件数 金額（千円） 

平成 25 年度 7 45,900 

平成 26 年度 15 73,900 

平成 27 年度 25 68,300 

平成 28 年度 

（9 月末現在） 
22 67,980 

（2）創業補助金 

年度 申請件数 金額（千円） 採択件数 金額（千円） 

平成 25 年度 5 16,600 2 8,000 

平成 26 年度 4 8,000 4 8,000 

（3）職員向け研修会 

テーマ 時期 対象者 連携先 講師 

創業支援の進め方 平成 26 年 12 月 営業部長・支店長 中小機構 
関パートナーズオフィス  

代表 中小企業診断士 関 智英 様 
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3. 経営支援 

（1）専門家派遣 ～国の支援事業を活用～ 

年度 事業名 先数 回数 前年比：[(先)回] 

平成 23 年度 中小企業支援ネットワーク事業 32 34 （－）－ 

平成 24 年度 中小企業支援ネットワーク事業 29 29 （△3）△5 

平成 25 年度 
中小企業・小規模事業者 

ビジネス創造等支援事業 
16 26 （△13）△3 

平成 26 年度 
中小企業・小規模事業者 

ワンストップ総合支援事業（ミラサポ） 
32 54 （＋16）＋28 

平成 27 年度 
中小企業・小規模事業者 

ワンストップ総合支援事業（ミラサポ） 
18 21 （△14）△33 

平成 28 年度 

（9 月末現在） 

中小企業・小規模事業者 
ワンストップ総合支援事業（ミラサポ） 

3 4 （－）－ 

※ 主な相談内容～財務内容改善、経営改善計画、売上・販路拡大、経営革新、創業計画、各種補助金の活用 
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（2）個別経営相談 ～「北海道よろず支援拠点」を活用（平成 26 年 6 月より）～ 

年度 先数 回数 主な相談内容 

平成 26 年度 18 22 販路の拡大、経営改善、広告宣伝 

平成 27 年度 7 7 販路の拡大、経営改善、広告宣伝 

平成 28 年度 

（9 月末現在） 
1 1 販路の拡大 

 

（3）支援事業 

① 北海道庁委託事業「地域中小企業経営力向上支援事業」取扱開始 

     ※本支店に相談受付窓口を設置 

年度 先数 回数 支援内容 

平成 27 年度 
（平成 27 年 10 月より） 

11 16 
専門家派遣による経営力向上支援・経営改善
指導 

 

② 消費税転嫁対策専門家派遣事業 

年度 先数 回数 支援内容 

平成 27 年度 
（平成 27 年 10 月より） 

3 7 

消費税の価格転嫁に関する相談 
（経営相談、コスト見直し、販路開拓、資金繰り

改善等への専門家によるアドバイス・指導） 
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（4）職員向け研修会 

テーマ 時期 対象者 連携先 講師 

マーケティング戦略の 
策定手法・戦術展開 

平成 26 年 4 月 営業部長・支店長 中小機構 
中小機構 地域ﾈｯﾄｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 
中小企業診断士   髙橋 正也 様 

マーケティング戦略の 
策定手法・戦術展開 

平成 26 年 4 月 営業店次席者 中小機構 
中小機構 地域ﾈｯﾄｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 
中小企業診断士   髙橋 正也 様 

マーケティング戦略の 
策定手法 

平成 26 年 4 月 渉外担当者 他 中小機構 
中小機構 地域ﾈｯﾄｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 
中小企業診断士   髙橋 正也 様 

経営支援の進め方 
～入門編～ 

平成 27 年 5 月 
     6 月 

男女若手職員 中小機構 
中小機構 地域ﾈｯﾄｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 
中小企業診断士   髙橋 正也 様 

福祉・介護事業の 
経営改善支援 

平成 27 年 6 月 
     7 月 

中堅職員 中小機構 
㈱マルシェ研究所 
社会福祉士     小野 さゆみ 様 

企業支援強化のためのモチベーショ
ン・マネジメント 

平成 27 年 10 月 
本部部室長・ 

営業部長・支店長 
中小機構 

中小機構 地域ﾈｯﾄｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 
中小企業診断士   髙橋 正也 様 

賃貸物件管理業者との勉強会「空き
室対策・入居率アップ・物件管理状
況改善・修繕アドバイス他」 

平成 28 年 4 月 
旭川地区支店長、 

本部・地域支援統括部 

㈱リアルター 

アップル 

㈱リアルターアップル  
代表取締役      小川真由美 様 
専務取締役      小川 恭平 様 

建設業の経営改善支援 
平成 28 年 6 月 

     7 月 
中堅職員 中小機構 

中小企業診断士   
松居 正道 様   

経営計画のつくり方 平成 28 年 6 月   部店長 中小機構 
中小機構  地域ﾈｯﾄｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

    関 智英 様 

金融機関職員のための経営支援に
おける経営者との対話の進め方 

平成 28 年 7 月 

     9 月 
男女若手職員 中小機構 

中小機構  地域ﾈｯﾄｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 
  髙橋 正也 様 
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 （5）外部提携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （6）ビジネスマッチング 

 

 

  

 

時期 提携内容 

平成 27 年 9 月 28 日 

一般社団法人中小企業診断協会北海道と業務提携契約 

※取引先企業の企業再生並びに経営改善支援業務等について 

基本契約を締結 

平成 28 年 4 月 11 日 第一勧業信用組合との連携協力に関する協定締結 

平成 28 年 6 月 13 日 
全国健康保険協会北海道支部（協会けんぽ）と業務提携・協定に関する 

覚書締結 

平成 28 年 8 月 1 日 
㈱地域支援経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）との特定専門家派遣に関する 

契約締結 

時期 内容 

平成 27 年 11 月 25 日 
“2015 しんくみ 食のビジネスマッチング展” への出展及びサポート 

※ 出展企業（食の物産展 1 社、食の商談会 3 社） 

平成 28 年 6 月 15 日 
“第一勧業信組主催物産展” への出展及びサポート 

※ 出展企業 3 社 

平成 28 年 10 月 26 日 
（実施予定） 

“2016 しんくみ 食のビジネスマッチング展” への出展及びサポート 

※ 出展企業（食の商談会 2 社） 
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4. 再生支援 

（1）ファンドへの出資 

出資先： 中小企業再生ファンド「北海道オールスターワン投資事業有限責任組合」 

（オールスターファンド） 

時 期： 平成 26 年 3 月 

金 額： 総額 30 億円の内、当組合出資額 2.76 億円 

期 限： 平成 33 年 3 月末 

 

（2）企業再生 

    地域経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）との連携による企業再生 

    時 期： 平成 26 年 12 月より 
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5. 事業承継支援 

（1）セミナーの開催 

テーマ 時期 場所 出席数 講師 

「事業承継セミナー」 平成 25 年 7 月 札幌 131 名 中小機構 事業承継ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 小川 孝二 様 

「事業承継セミナー」 平成 25 年 9 月 千歳 65 名 中小機構 事業承継ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 小川 孝二 様 

「事業承継セミナー」 平成 25 年 9 月 旭川 46 名 中小機構 事業承継ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 小川 孝二 様 

（2）個別相談 

年度 件数 外部連携先 

平成 25 年度 3 中小機構 事業承継コーディネーター 

平成 26 年度 6 中小機構 事業承継コーディネーター 

平成 27 年度 1 中小機構 事業承継コーディネーター 

（3）職員向け研修会 

テーマ 時期 対象者 講師 

事業承継ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ手法 平成 25 年 1 月 営業部長・支店長 
中小機構 事業承継ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 小川 孝二 様 
中小機構 事業承継ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ    吉川 孝 様              

事業承継ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ手法 平成 25 年 3 月 渉外担当者 他 中小機構 事業承継ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ  吉川 孝 様 
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6. 補助金      

                                                  （単位：千円） 

種類 所管 

平成 26 年度 平成 27 年度 
平成 28 年度 

（9 月末現在） 

(申請件数) 

採択件数 

(申請金額) 

採択金額 

(申請件数) 

採択件数 

(申請金額) 

採択金額 

(申請件数) 

採択件数 

(申請金額) 

採択金額 

創業補助金 経産省 
(4) 
4 

(8,000) 
8,000 

(0) 
0 

(0) 
0 

(0) 
0 

(0) 
0 

ものづくり補助金 経産省 
(9) 
6 

(64,001) 
40,001 

(1) 
0 

(10,000) 
0 

(2) 
1 

(26,466) 
5,000 

小規模事業者活性化 
持続化補助金 

経産省 
(0) 
0 

(0) 
0 

(2) 
2 

(1,000) 
1,000 

(0) 
0 

(0) 
0 

民間住宅活用型 
住宅セーフティネット 
整備推進事業 

国交省 
(11) 
11 

(8,293) 
8,293 

－ － － － 

経営改善計画策定 

支援事業 
経産省 

(2) 

2 

(1,440) 

1440 

(1) 

1 

(396) 

396 

(3) 

3 

(1,944) 

1,944 

合計  
(26) 
23 

(81,734) 
57,734 

(4) 
3 

(11,396) 
1,396 

(5) 
4 

(28,410) 
6,944 
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7. 外部連携 

（1）産学連携  

◎ 大学での講演 

時期 学校名 テーマ 講師 

平成 25 年 12 月 札幌学院大学 
地域金融論 信用組合の制度と役割 

～江別市の中小企業金融の実情～ 
林専務理事 

平成 26 年 5 月 北海学園大学 

地域金融論 信用組合の制度と役割 

 金融動乱と北央信用組合の誕生 

 信用組合融資業務の実際 

 信用組合と国等の中小企業金融制度 

 北央信用組合の営業戦略 

 金融行政と信用組合経営 

 信用組合で働くということ 

 

林専務理事 

中田常勤理事 

畠山部長 

但木部長 

長谷川常務理事 

渡辺常務理事 

平成 26 年 11 月 札幌学院大学 

地域金融論 信用組合の制度と役割 

 金融動乱と北央信用組合の誕生 

 信用組合の営業店の仕事 

 信用組合と国等の中小企業金融制度 

 当組合の人材育成方針と実施状況 

 

林専務理事 

須藤部長 

三枝部長 

大谷部長 

平成 27 年 5 月 北海学園大学 

地域金融論 信用組合の制度と役割 

 金融動乱と北央信用組合の誕生 

 信用組合の営業店の仕事 

 信用組合融資業務の実際 

 信用組合と公的中小企業金融支援制度 

 当組合の人材育成方針と実施状況 

 信用組合で働くということ 

 

林専務理事 

須藤営業部長 

三枝部長 

畠山部長 

大谷部長 

渡辺常務理事 
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平成 27 年 11 月 札幌国際大学 
信用組合の果たす役割 

 信組で働くということは 

 

渡辺常務理事 

平成 27 年 12 月 札幌学院大学 

地域金融論 信用組合の制度と役割 

 金融動乱と北央信用組合の誕生 

 信用組合の営業店の仕事 

 信用組合と国等の中小企業金融支援制度 

 当組合の人材育成方針と実施状況 

 

林専務理事 

竹内部長 

千葉室長 

堀江部長 

平成 28 年 4 月 北海学園大学 

地域金融論 信用組合の制度と役割 

 信用組合の誕生 

 信用組合の経営戦略 

 信用組合の業務 

 信用組合の取組み 

林理事長 

渡辺専務理事 

齋藤支店長 

畠山常勤理事 
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（2）政府系金融機関等との連携 

① 連携先 

機関・団体名 時期 主な連携分野 

日本政策金融公庫 平成 26 年 10 月 1 日 「創業」「経営改善」｢事業再生｣ 

 

② 連携の取組 

 協調融資 

（日本政策金融公庫）                    （単位：千円） 

年度 件数 当組合融資額 連携先融資額 合計額 

平成 26 年度 
（平成 27 年 3 月末） 

23 111,500 269,200 380,700 

平成 27 年度 
（平成 28 年 3 月末） 

30 271,000 519,100 790,100 

平成 28 年度 
（平成 28 年 9 月末） 

22 190,200 231,000 421,200 

 

 

 

 

13 



 職員向け研修会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テーマ 時期 対象者 講師 

日本政策金融公庫の 
活用について 

平成 26 年 10 月 営業部長・支店長 
日本政策金融公庫 
事業統括 三浦 利夫 様 

日本政策金融公庫の 
活用について 

平成 26 年 11 月 渉外担当者 他 
日本政策金融公庫 
融資第二課長 堀井 伸一 様 

日本政策金融公庫担当者に
よる当組合融資実務 
担当者の勉強会 

平成 27 年 7 月 
4 地区：４回 

営業店 
融資担当者 

日本政策金融公庫 
事業統括 三浦 利夫 様 他公庫担当者 20 名出席 

（札幌支店、札幌北支店、室蘭支店、旭川支店） 

札幌商工会議所中小企業相
談所経営指導員と当組合と
の中小企業融資取扱に関す

る勉強会 

平成 27 年 12 月 
各支所：5 回 

営業店部店長 
札幌商工会議所 中小企業相談所 
各支所長及び経営指導員 

日本政策金融公庫担当者
による営業部店長の勉強会 

平成 28 年 7 月 
各支所：4 回 

営業店部店長 

日本政策金融公庫 
事業統括 田中 朗様 他公庫担当者20名

出席 

（札幌支店、札幌北支店、室蘭支店、旭川支店） 
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8. 地方創生支援 

（1）支援態勢の整備 

① 平成 27 年 2 月：  “まち・ひと・しごと創生” 「地方版総合戦略」策定・推進の支援態勢の整備 

「地方創生」推進担当役員 専務理事 

「地方創生」推進担当部署 地域支援統括部 

「地方創生」推進担当者 地域支援統括部 部長、  地域支援統括部 考査役 

「地方創生」推進サポーター 本店営業部 部長、    各支店 支店長 

「地方創生」連携サポーター 北海道よろず支援拠点 

② 平成 27 年 3 月：  地方創生支援センターの設置 

（2）各自治体への説明・提案 

平成 27 年 2 月 平成 27 年 3 月 

東神楽町（当組合指定金融機関）・東川町 安平町・由仁町・むかわ町・厚真町・新ひだか町・新冠町・鷹栖町 

（3）職員向け研修会 

テーマ 時期 対象者 講師 

信用組合と地方創生 平成 27 年 3 月 本部部室長・営業部長・支店長 
㈱まち実践社 

代表 村橋 保春 様 
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（4）自治体への支援 

時期 対象先 支援内容 

平成 27 年 6 月 
東川町・東神楽町 

（２町） 

「まち・ひと・しごと創生総合戦略策定委員会」 

委員に各支店長が受諾（本部はオブサーバーにて参加） 

平成 27 年 6 月 

    ～9 月 

東川町 
「写真文化首都東川町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定委員会」 

２回出席（支店長、地方創生支援センター３名） 

東神楽町 

「東神楽町まち・ひと・しごと創生総合戦略策定委員会」 3 回出席 

「東神楽町まち・ひと・しごと創生本部金融・経済部会」 4 回出席 

（支店長、地方創生支援センター1 名） 

平成 27 年 5 月～ 

恵庭市・旭川市・ 
江別市・苫小牧市・ 
東川町・東神楽町 

（6 市町） 

プレミアム商品券の取扱契約・補助 

平成 28 年 3 月 東神楽町 「包括連携協定」締結 

平成 28 年 5 月 東川町 「包括連携協定」締結 
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 （5）「ほっかいどう地方創生ファンド」（ほっかいどう地方創生投資事業有限責任組合）を設立 

出資総額： 750 百万円 

設 立 日： 平成 27 年 9 月 1 日 

存続期間： 10 年 4 ヶ月（２年間延長可能） 

出 資 者： ＜有限責任組合員＞  

【信用組合】北央信用組合、札幌中央信用組合、十勝信用組合 

         【地方銀行】北海道銀行 

         【信用金庫】旭川信用金庫、帯広信用金庫、札幌信用金庫、北見信用金庫、 

               空知信用金庫、遠軽信用金庫、網走信用金庫、北星信用金庫、 

               北門信用金庫、釧路信用金庫、留萌信用金庫、江差信用金庫、 

               函館信用金庫、北空知信用金庫 

      ＜無限責任組合員＞ 

        北海道ベンチャーキャピタル株式会社      
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 （6） 個別相談会を実施 『アレコレ土曜相談会』 

      平成 28 年 2 月より：  東川町・東神楽町の商工会施設を利用。 

町民を対象とした事業資金・経営相談・創業支援・事業承継・ 

各種ローン・相続・年金等の個別相談。 

 （7）  外部委託契約 

      平成 28 年 3 月：  社会保険労務士 ～ 年金相談に係る個別相談 
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9. 債権流動化業務取扱 

（1）担当者打ち合せ 

平成 26 年 12 月： 当組合、北洋銀行との実務打ち合せ 

（2）自治体への説明 

   平成 27 年 1 月：  東神楽町（当組合指定金融機関）への説明 

（3）業務提携 

   平成 27 年 3 月：  北洋銀行と債権流動化の業務提携を締結 
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10. 成長基盤強化支援資金供給 

【基本合意】 

（1）平成 27 年 3 月 17 日  

日本銀行「系統中央機関の会員である金融機関による成長基盤強化を支援するための 

資金供給の利用に関する特則」制定 

（2）平成 27 年 3 月 31 日 

    北央信用組合と全国信用協同組合連合会が、平成 27 年 4 月 1 日よりの取扱に向け 

基本合意 

 

（3）平成 27 年 4 月 1 日 

「成長基盤強化支援資金供給」を『ほくしん地方創生支援資金』として取扱開始 
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